























































( 1 ) 本調査は、「はじめに」でも書いているが京都産業大学法学部法政策学科



























































査｣を過去の分も合わせて集計し直し公表 (2009年 10月 20日記者発表)
し、その後は 3年に一度の感覚で相対的貧困率を公表している。
貧困な者の代表としては生活保護受給者が考えられ、こちらの受給者の


























表 2-1 相対的貧困率の推移 厚生労働省「国民生活基礎調査」
1985 1994 2000 2006 2009 2012
相対的
貧困率
全体 12.0% 13.7% 15.3% 15.7% 16.0% 16.1%
子ども 10.9% 12.1% 14.5% 14.2% 15.7% 16.3%
ひとり親 54.5% 53.2% 58.2% 54.3% 50.8% 54.6%
表 2-2 相対的貧困率の国際比較 (2010、日本は 2009) OECD「Family Database」
日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス スウェーデン
全体 16.0% 17.4% 9.9% 8.8% 7.9% 9.1%
子ども 15.7% 21.2% 9.8% 9.1% 11.0% 8.2%



























り親世帯や生活保護世帯では 5〜 8 %低かったり、大学・短大・専門学校
についても国民全体では 80%の進学率に対して、ひとり親世帯が 42%、
212 (131)
表 2-3 高校進学率、大学等 (大学・短大・専修学校含む) 進学率比較
国民全体 ひとり親世帯の子ども 生活保護世帯の子ども
高校進学率 98.9% 93.9% 90.8%
大学等進学率 80.0% 41.6% 32.9%




( 4 ) 阿部彩「子供の貧困――日本の不公平を考える」岩波新書 2008
( 5 ) 生活保護問題対策会議監修『生活保護「改革」ここが焦点だ』あけび書房
2011 によると、2010 年の保護受給率はドイツ 9.7%、イギリス 9.27%、フラ
ンス 5.7%、スウェーデン 4.5%とされている。
( 6 ) 世帯人員が 2倍になっても必要な生活費が 2倍にはならないのでこのよう
な取扱いをする。
( 7 ) イギリスは日本より対国民所得の社会保障支出比率は若干低いが、公的年
金制度の水準が低いためで低所得層や子ども向けの対策はイギリスの方が充
実しているようだ。
( 8 ) OECD「Babies and Bosses」2005
3．京都府ひとり親家庭自立支援センターの訪問調査
調査の最初は京都府家庭支援課のご紹介で、京都市九条テルサにある京




















































































































は、年収 590万円まではその所得に応じてこの額が 2.5倍 (年収 250万円







は、乳幼児は年 11,000円 (月額 916円程度)、小学生は年 21,500円 (月額
1,791 円程度)、中学生は年 43,000 円 (月額 3,583 円程度)、高校生は年









































( 9 ) その後京都府は 2014 年秋から「子どもの貧困対策検討会」を開催し、

















a ．同居している 99 (41%) b．同居していない 141 (58%)
c ．無回答 2 ( 1 %)
(注)：隣家が実家も同居しているに入れた。
219(124)
0-2歳 3歳-小学校前 小学生 中学生 高校生相当 (15-18歳) その他 (成人)




a ．離婚 208 (85%) b．未婚による出産 22 ( 9 %)











a ．正社員 82 (34%) b．非正社員 127 (52%)
c ．自営業手伝い 3 (1%) d．働いていない 27 (11%)
e．無回答 3 (%)
イ．子育てを手伝ってくれる家族と同居している
a ．正社員 43 (43%) b．非正社員 45 (46%)
c ．自営業手伝い 2 ( 2 %) d．働いていない 8 ( 8 %)
e．無回答 1 ( 1 %)
ウ．同居していない (母子のみ)
a ．正社員 39 (28%) b．非正社員 82 (58%)
c ．自営業手伝い 1 ( 1 %) d．働いていない 18 (13%)
e．無回答 1 ( 1 %)
エ．家族との同居について無回答
a ．働いてない 1 b．無回答 1
220 (123)
⑤ 就労されている場合の就労収入 (月額・手取りベース)

















10万未満 10-15万 15-20万 20-25万 25-30万 30万以上
42 (20%) 83 (40%) 52 (25%) 19 (9%) 4 (2%) 7 (3%)
イ．正社員
10万未満 10-15万 15-20万 20-25万 25-30万 30万以上
1 (1%) 19 (24%) 32 (41%) 16 (20%) 4 (5%) 7 (9%)
ウ．非正社員
10万未満 10-15万 15-20万 20-25万 25-30万 30万以上
41 (33%) 63 (51%) 17 (14%) 3 (2%) 0 (%) 0 (%)
エ．その他 (自営業手伝い 3、職業無回答 1)
10万未満 10-15万 15-20万 20-25万 25-30万 30万以上
0 1 3 0 0 0
生活費等経済 就労等 小さい子供の子育て 子どもの教育・将来の進路













































各制度の利用者数 (比率は 242 に対する率) と自由記載の意見
(注) 下線は多い意見





















































74 (30%) 77 (31%) 87 (35%) 0 9 (4%)
各制度の利用者数 (比率は 242 に対する率) と自由記載の意見 (続き)
(注) 下線は多い意見






















































































望む親が 48%と半数弱。総数 250 と 242 より多いのは、子の意思次第と
しつつ、高校までや大学まで等に複数〇をつけている回答があるため。
226 (117)
義務教育 高校 高卒後専門学校 短大・大学 子の意思次第 その他































e. 高卒以上の専門学校・短大・大学等の奨学金 (貸付・給付型) 121 (50%)

































































































































































Q7．中 3 学習会は中学 3 年生を対象にしたものだと考えていたのです
が、高校生や小学生も同じような支援があるのでしょうか。
A7．このプログラムは、中 3 学習会という名ではありますが、高校生








































































































































































































































(別紙 1) 母子家庭の皆様に対するアンケート (質問項目)
Q1 お子様の年齢と人数をお聞きします。該当する所に複数お書きくだ
さい。
a ．0-2歳 ( 人) b．3歳〜小学校前 ( 人)
c ．小学生 ( 人) d．中学生 ( 人)




































[生活費] a ．児童手当 b．児童扶養手当 c ．生活保護
d．母子家庭奨学金 e．交通遺児奨学金
[教育費] f ．高校生給付型奨学金 g．技能習得資金
h．母子福祉資金 (貸付) i ．高等学校等修学資金
j ．修学支援特別融資利子補給
[自立・その他]





















a ．義務教育まででよい。 b．高校 c ．高校卒業後の専門学校















(注) Q12 の次に Q14 と書かれているのは Q13 の誤植であり、そのままアン
ケート用紙として使用した。Q13 が抜けているわけではない。
244 ( 99 )
